









































　刑事法特別部会の作成した「改正刑法草案」は、₅₈章（第 ₁ 編総則第 ₁ ～₁₇
章、第 ₂ 編各則第 ₁ ～₄₁章）₃₇₃条の条文から構成されていたが、法制審議会
が答申した「改正刑法草案」は、これについて ₂ 点の修正を加え、全部で₅₇章
（第 ₁ 編総則第 ₁ ～₁₆章、第 ₂ 編各則第 ₁ ～₄₁章）₃₆₉条からなっている。第
₁ 点は、執行猶予の対象となる罰金刑の範囲を「十万円以下」から「二十万円
以下」に広げた（案第₆₈条 ₁ 項）ことである。第 ₂ 点は、判決の宣告猶予に関






　【補遺 １】　法務省は、昭和₄₉年 ₈ 月には、刑法改正草案の内容をできる限
りわかりやすく説明するため、『刑法改正をどう考えるか－法制審議会の改正
































　第 ₂ 点は、罪刑法定主義および処罰不遡及の原則を法典の冒頭に規定（案 ₁
条、 ₂ 条 ₁ 項）したことである。旧刑法（明治₁₃年公布、同₁₅年施行）には、










































































条）、尊属加重規定（₂₀₀条、₂₀₅条 ₂ 項、₂₁₈条 ₂ 項、₂₂₀条 ₂ 項）が削除された。
この点も、刑法全面改正をめぐって議論された課題の一つが部分的に解決され
たことになる。
　第 ₂ 点の刑法の基本原則の法規化は、現在なお実現されていない。第 ₃ 点お
よび第 ₄ 点の刑法の基本理論についても明文化されていないが、その理論的発






















































































犯罪に関して法定刑が引き上げられ（₁₇₆条、₁₇₈条 ₁ 項、₁₇₇条、₁₇₈条 ₂ 項）、

















の ₂ ）、不正指令電磁的記録取得等罪（₁₆₈条の ₃ ）が規定された。わいせつ物
頒布等罪（₁₇₅条）では、その客体として「電磁的記録に係る記録媒体」が追








わいせつ罪（₁₇₉条 ₁ 項）、監護者性交等罪（₁₇₉条 ₂ 項）を新設した。第 ₃ に、
強姦罪等を親告罪としていた規定（旧₁₈₀条）を削除し、非親告罪とした。第












































































































































　【補遺 ４】　ここでは、次の ₂ 点を追記しておきたい。まず、過失犯の処罰
について、私見は新過失論の立場を採ってきている。最近の判例の流れも新過
失論である。新過失論は、注意義務の内容として結果回避義務違反を問題にし、
その前提として客観的予見可能性を吟味するものである。ここでは、法的に重
要な事実を抽出して、事実認定に結び付ける作業を行うことから、必ずしも過
失犯の重罰化に結び付くものではない。むしろ、過失犯の重罰化の動きは、犯
罪状況の推移と連動している。とくに、交通事故の激増・悪質化は、条文の位
置付けの変更まで迫るものであった。業務上過失致死傷罪（₂₁₁条）において
は、本来的業務概念から修正された業務概念への移行をもたらし、さらには、
その法定刑に懲役刑（ ₅ 年以下の懲役：昭和₄₃年改正）を取り込むことにも
なった。その結果、「破廉恥な犯罪には懲役刑を科し、非破廉恥な犯罪につい
ては禁錮刑を科す。」という図式は、過失犯においては維持できなくなったの
である。
　交通事犯の更なる悪質化は、立法的な対応を迫ることになり、構成要件の新
設や修正が行われ、最終的には、刑法典から分離された特別法による対処がな
されるに至っている。平成₁₃年の刑法一部改正では、傷害の罪の章に危険運転
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致死傷罪（旧₂₀₈条の ₂ ）が新設されたが、平成₁₉年の刑法一部改正により、
自動車運転に係わる致死傷事案に対処するため、自動車運転過失致死傷罪（旧
₂₁₁条 ₂ 項）が設けられた。この自動車運転過失致死傷罪は、業務上過失致死
傷罪（旧₂₁₁条 ₁ 項）とは切り離され、独立の犯罪類型として規定されたもの
である。
　このような度重なる部分改正にも拘らず、交通事犯の悪質化に歯止めがかか
らず、しかも条文の構成が複雑になってきたことから、平成₂₅年には、自動車
運転に係わる死傷事案に対処するため、特別法として「自動車の運転により人
を死傷させる行為等の処罰に関する法律」（自動車運転死傷行為処罰法）が制
定された。これに伴い、刑法典では、危険運転致死傷罪および自動車運転過失
致死傷罪が削除された。この法改正によって、刑法典上の業務上過失致死傷罪
の条文は、従来の規定振りに戻っている。交通事犯のこのような複雑な部分改
正は、特異な事例ではあるが、社会状況が急激に変化したり、犯行がますます
悪質化していく場合の立法的対応のあり方を示すものである。
　次の点は、保安処分の問題である。刑事制裁システムの複線化は、現在なお
実現されていない。保安処分の種類には様々のものがあるが、改正刑法草案が
示したものは、治療処分と禁絶処分の ₂ 種類である。刑法上の効果として刑罰
の他に保安処分を採り入れる考え方を二元主義（Zweispurigkeit）というが、
ここでは責任論を土台とした刑罰論と予防論を土台とした保安処分論の相互関
係を整理しておく必要がある。この点についての議論が詰められた後に、刑事
制裁システムの複線化が何らかの形で導入されることになろう。現時点では、
特別法の分野において部分的に対応がなされている状況である。たとえば、少
年法上の保護処分（₂₄条）、売春防止法の補導処分（₁₇条以下）などは、保安
処分の一種である。
　なお、措置入院を規定している「精神衛生法」（昭和₂₅年）は、昭和₆₂の改
「刑法改正の問題点」を振り返って
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正により法律の名称が「精神保健法」に変更され、さらに平成 ₇ 年の改正に
よって、法律の名称が「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」へと変更
された。同法の措置入院に関する条項は、₂₉条以下である。また、平成₁₅年に
は、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関す
る法律」（平成₁₇年施行）が制定されるに至っている。
　薬物中毒者に対する措置については、麻薬取締法（昭和₂₈年）が措置入院を
規定していた。この法律は、平成 ₂ 年には「麻薬及び向精神薬取締法」に名称
の変更がなされ、直近では平成₂₇年にも部分改正がなされている。薬物中毒者
に対する入院措置については、₅₈条の ₈ 以下に規定されている。
